
（別紙） 

諮問番号：令和６年度諮問第７号 

答申番号：令和６年度答申第８号 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

    本件審査請求については、棄却されるべきである。 

 

第２ 審理関係人の主張の要旨 

  １  審査請求人（以下「請求人」という。）の主張 

請求人は、請求人の子（以下「本件児童」という。）の次に掲げる事情を顧

みずに行われた原処分（特別児童扶養手当額改定処分）は違法又は不当である

と主張しているものと解される。 

(1) 障害の程度に大きな変動の可能性がないということで、本件児童は有期４

年の療育手帳（Ａの１）を所持しており、また、原処分に納得できず、令和６

年11月に療育手帳の再判定を行った際も「Ａの１」とする判定を受けた。 

(2) 本件児童は年々こだわりが強くなり、対応が難しくなっていて、障害の状

態が軽減されているとは感じられない。 

(3) 請求人が提出した令和６年３月８日付け特別児童扶養手当認定診断書（以

下「本件診断書」という。）の精神医学的総合判定は、自閉症を合併している

ため重度判定である。 

２ 処分庁の主張の要旨 

 (1) 本件児童は療育手帳Ａの判定を受けているが、当該手帳の判定日から既に

２年以上経過しているため、請求人が処分庁に対し行った特別児童扶養手当

（以下「手当」という。）の再認定請求（以下「本件請求」という。）に係

る判定は本件診断書により行われるものである。 

 (2) 本件診断書において、精神医学的総合判定は「重度」との判定だが、日常

生活能力の程度を見たときに「常に他人の介助、保護を受けなければほとん

ど自己の用を弁ずることができない程度のもの」とは判断できないものであ

る。 

 (3) 障害等級の認定は請求時点の症状により判定するものであり、請求時点以

降の事情については判定に加味するべきものではない。 

 (4) 以上のことから、処分庁の嘱託医師（以下「嘱託医」という。）の判定も



得て、処分庁として判断した原処分は適正なものである。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 原処分は、本件診断書に基づき、嘱託医の審査判定も得て総合的に判断した

上で行われており、法令等の規定に従い、適正に行われたものであるから、違

法又は不当な点は認められない。 

２  本件診断書では、本件児童の障害となった傷病は「精神遅滞」、合併症は「自

閉症」であり、障害の状態として「知能障害等」及び「発達障害関連症状」を

有するとされている。 

知的障害については、知的障害の判定が「中度」であるものの、食事や身の

まわりのことを行うのに全面的な援助が必要であるとまではいえないから、「特

別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表第３における障害の認定につ

いて」（昭和50年９月５日付け児発第576号厚生省児童家庭局長通知）の別紙「特

別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令別表第３における障害の認定要

領」（以下「認定要領」という。）の別添１「特別児童扶養手当 障害程度認

定基準」（以下「認定基準」という。）で障害等級１級相当とされる程度にあ

るとは認められないが、障害等級２級相当とされる程度に該当すると認められ

る。 

発達障害については、その関連症状が全て「乏しい」であることから、社会

性やコミュニケーション能力が欠如しているとまではいえず、また、問題行動

及び習癖があることは認められるものの、日常生活への適応が困難で常時援助

を必要とする程度の不適応な行動とまではいえないから、認定基準で障害等級

１級相当とされる程度にあるとは認められないが、障害等級２級相当とされる

程度に該当すると認められる。 

よって、知的障害及び発達障害のいずれにおいても障害等級１級の基準に該

当するとまではいえず、また、本件診断書において、精神医学的総合判定は「重

度」であるものの、要注意度は「随時一応の注意が必要」にとどまっているこ

とからも、本件児童が特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令（以下「政

令」という。）別表第３に定める障害の状態である「日常生活の用を弁ずるこ

とを不能ならしめる程度」に該当しないが、「日常生活が著しい制限を受ける

か、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度」に該当すると

認定し、原処分を行ったことが認められる。 

３ 知的障害を含む精神障害については原則として手当の認定日からおおむね２

年後に再認定を行うこととされており、この点、本件児童は療育手帳（Ａの１）



を所持しているものの、本件請求時点の本件児童の療育手帳は判定から２年以

上経過していることが認められるから、厚生労働省の技術的助言に従い、本件

診断書の記載内容に基づき原処分を行った処分庁の判断に看過し難い過誤欠落

はない。 

  よって、請求人の主張は採用することができない。 

４ 以上のとおり、原処分は、適法かつ正当に行われており、また、請求人の主

張はいずれも理由がなく、本件審査請求は、棄却されるべきである。 

 

第４ 調査審議の経過 

令和７年６月９日付けで審査庁である北海道知事から行政不服審査法第43条

第１項の規定に基づく諮問を受け、同月16日の審査会において、調査審議した。 

 

第５ 審査会の判断の理由 

手当は、特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、障害児（20歳未

満であって、障害の程度に応じて重度のものから１級及び２級とする障害等級

に該当する程度の障害の状態にある者）を監護する父母等に対して支給するも

のとされ、手当の支給を受けようとする者は、その受給資格及び手当の額につ

いて、都道府県知事の認定を受けなければならないとされている。障害等級の

各級の障害の状態は、政令別表第３に定められており、障害等級の１級につい

てみると「日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度」とされており、

２級についてみると「日常生活が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著し

い制限を加えることを必要とする程度」であるとされている。 

そして、手当の支給に係る精神の障害の程度は、認定基準によると、「知的

障害があり、食事や身のまわりのことを行うのに全面的な援助が必要であって、

かつ、会話による意思の疎通が不可能か著しく困難であるため、日常生活が困

難で常時援助を必要とするもの」は１級に、「知的障害があり、食事や身のま

わりのことなどの基本的な行為を行うのに援助が必要であって、かつ、会話に

よる意思の疎通が簡単なものに限られるため、日常生活にあたって援助が必要

なもの」が２級に相当し、その原因、諸症状、治療及びその病状の経過、具体

的な日常生活状況等により、総合的に認定するものとされており、具体的には、

特別児童扶養手当認定診断書に基づいて嘱託医が行った障害判定結果を受け

て、処分庁が行うこととなる。 

また、認定要領によると、障害の程度について、その認定の適正を期するた

め、必要な場合には期間を定めて認定を行うものとされ、精神疾患（知的障害



を含む。）については、原則として当該認定を行った日からおおむね２年後に

再認定を行うことされている。 

なお、認定要領によると、障害児が療育手帳制度要綱による療育手帳の交付

を受けているときの取扱いについて、障害の程度が「Ａ」と記載されているも

のは障害等級１級に該当するものとして認定して差し支えないこととされてい

る。 

この点、療育手帳の再判定時期と手当の再認定時期が一致しない場合、手当

の再認定は特別児童扶養手当認定診断書により行うこととして、厚生労働省も

指導している。 

そこで本件についてみると、本件児童は有期４年の療育手帳（Ａの１）を所

持しているものの、その判定年月日は「令和３年11月17日」とされ、本件請求

時点において判定から２年以上経過しており、また、次の判定年月は「令和７

年11月」とされている。そのため、本件診断書により手当の再認定を行った処

分庁の手続に瑕疵はない。 

次に本件診断書についてみると、本件児童について、判定の対象となる精神

障害として「精神遅滞」及び「自閉症」があり、問題行動及び習癖として「衝

動性」及び「破衣」があるとされ、精神医学的総合判定は「重度」とされてい

る。 

しかしながら、知能障害等については、「IQ35」でその判定は「中度」とさ

れ、また、「日常生活能力の程度」は、「洗面」、「排泄」及び「衣服」は「自

立」と、「食事」及び「入浴」は「一部介助」と、「危険物」は「特定の物、

場所はわかる」と、「睡眠」は「問題なし」と、それぞれされ、さらに、発達

障害関連症状はいずれも「欠如」ではなく「乏しい」とされ、要注意度は「随

時一応の注意が必要」とされている。 

こうした本件診断書に記載された事実関係からすると、本件児童が知的障害

及び発達障害を有していることは認められるものの、要注意度は「随時一応の

注意が必要」にとどまっていることからも、知的障害及び発達障害のいずれに

おいても、本件児童が精神障害の状態として政令別表第３にいう「日常生活の

用を弁ずることを不能ならしめる程度」にあるとまではいえず、「日常生活が

著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする

程度」にあるといえる。したがって、政令別表第３に定める障害等級２級に該

当するとした嘱託医の判定とそれを受けて原処分を行った処分庁の判断には、

いずれも過誤欠落はなく、違法又は不当な点は認められない。 

なお、請求人は、本件児童は年々こだわりが強くなり、対応が難しくなって



いて、障害の状態が軽減されているとは感じられず、また、本件診断書の精神

医学的総合判定は自閉症を合併しているため重度判定であると主張する。しか

しながら、障害の認定は特別児童扶養手当診断書によることとされており、ま

た、障害等級の判定は、知的障害とその他認定の対象となる精神疾患が併存し

ているときは、併合認定の取扱いは行わず、諸症状を総合的に判断して認定す

るものとされているところ、本件診断書における本件児童の知的障害及び発達

障害の状態はいずれも「日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度」に

あるとは認められないから、請求人の主張を採用することはできない。 

以上のとおり、原処分にはこれを取り消すべき違法又は不当な点は認められ

ず、審理員の審理手続についても、適正なものと認められるから、本件審査請

求は棄却されるべきであるとした審査庁の判断について、前記第１のとおり、

これを是認するものである。 
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